
令和2年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R1評価 R2評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

この事業が、卒業後の定住率向上に寄与しているかの効果測
定が必要。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

2.8%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

3,698,000

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

3,511,600

５
取
組
内
容

　令和2年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

申請者8名に対して奨学金を貸与した。
卒業後や返還が必要になった場合の、事務の整理等を行った。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ｂ Ａ

443,200 443,200 0.0% 443,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 3,512,800 3,598,600 5,186,800

③人件費（②×＠ 4,432 円）(Ｂ) 円 443,200 443,200

3.2% 3,068,400

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 100 100 100 100 0.0% 100

⑤一般財源 円 3,069,600 3,155,400 4,743,600 3,254,800

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

②県支出金 円

①国庫支出金 円

3,069,600 3,155,400 4,743,600 3,254,800 3.2% 3,068,400

R3年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H30年度 R1年度 R2年度

116.7% 10 

人 6 7 8 

成
果

卒業した貸与者数のうち魚津市在住者数 人 1 2 

R3年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H30年度 R1年度 R2年度

8 100.0%

6 7 

6 

計画

活
動

奨学金貸与者数

対　   　象 北陸職業能力開発大学校学生

手       段
（活動指標）

奨学金の貸与

２
事
業
概
要

事 業 概 要 北陸職業能力開発大学校の学生を対象にした奨学金制度

意       図
（成果指標）

ものづくり人材の魚津市定住を推進するため

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

総務管理費

施　策　名 施策08．雇用・労働環境の充実 目 企画費

基本事業名 基本事業08－２．就労支援 総 合 計 画 主 な 事 業 記載なし

総務費

政　策　名 政策04．まちの活力を育む工業・商業の推進 項

事　業　期　間 開始年度 平成29年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 ものづくり人材定住促進事業 係　　　　　名 企画係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1067

ソフト事業 14

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 ものづくり人材定住促進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 企画政策課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款



令和2年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ｂ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R1評価 R2評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

本制度は、若年者の流入を促すものであり、継続的に取り組ん
でいく必要がある。他市における同制度と比較すると、魚津市
独自の取組みである「入居費用助成」や、対象者も優位性があ
るものの、財政的な負担が大きいことから、継続して制度の見
直しを行っていかなければならない。

２ 普通

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

-34.2%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

23,501,600

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｃ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ３ 低い・未実施

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

11,275,600

５
取
組
内
容

　令和2年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

対象者へ次のとおり助成を行った。
（入居費用助成）　　69件　 4,630千円
（家賃等助成）　　 192件　15,326千円　　計 19,956千円

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

3,545,600 3,545,600 0.0% 3,545,600

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 32,418,600 35,725,246 31,411,600

③人件費（②×＠ 4,432 円）(Ｂ) 円 3,545,600 3,545,600

-38.3% 7,730,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 3 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

3

②年間所要時間 時間 800 800 800 800 0.0% 800

⑤一般財源 円 28,873,000 32,179,646 27,866,000 19,855,000

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

101,000

②県支出金 円

①国庫支出金 円

28,873,000 32,179,646 27,866,000 19,956,000 -38.0% 7,730,000

R3年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H30年度 R1年度 R2年度

69.0% 56 

件 372 331 345 

成
果

継続申請者以外の新規申請者数 人 141 75 

若年移住者賃貸住宅助成金の交付金額 円 28,873,000 32,179,646 

R3年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H30年度 R1年度 R2年度

261 75.7%

100 69 

27,866,000 19,956,000 71.6% 7,730,000 

156 

計画

活
動

若年移住者賃貸住宅助成金の交付件数

対　   　象 魚津市内に転入して賃貸住宅に住む40歳未満の労働者

手       段
（活動指標）

対象者に対し助成金を交付する。

２
事
業
概
要

事 業 概 要 Ｕ・Ｉ・Ｊターン就職等で魚津市に転入する40歳未満の者に対し、市内の賃貸住宅の入居費用及び家賃を助成する。

意       図
（成果指標）

若年者が魚津市内に定住する。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

労働諸費

施　策　名 施策08．雇用・労働環境の充実 目 労働諸費

基本事業名 基本事業08－２．就労支援 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

労働費

政　策　名 政策04．まちの活力を育む工業・商業の推進 項

事　業　期　間 開始年度 平成26年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 若年移住者賃貸住宅助成事業 係　　　　　名 定住応援室

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1095

ソフト事業 19

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 若年移住者賃貸住宅助成事業 担
当
部
署

課　　等　　名 地域協働課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款



令和2年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 勤労者融資対策事業 係　　　　　名 商工労働・企業立地係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-6195

ソフト事業 1

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 勤労者融資対策事業 担
当
部
署

課　　等　　名 商工観光課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 労働費

政　策　名 政策04．まちの活力を育む工業・商業の推進 項

事　業　期　間 開始年度 昭和53年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

労働諸費

施　策　名 施策08．雇用・労働環境の充実 目 労働諸費

基本事業名 基本事業08－３．労働環境の整備推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 勤労者

手       段
（活動指標）

北陸労働金庫と富山県勤労者信用基金協会に対して市費を預託する。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
魚津市勤労者生活安定資金貸付制度の実施及び一般貸付に伴い、北陸労働金庫と富山県勤労者信用基金協会に対して市費
を預託する。
勤労者に対して必要とする生活安定資金を融資することにより、勤労者の生活の維持安定に資することを目的とする。

意       図
（成果指標）

勤労者が教育費、冠婚葬祭等一時的に必要になる資金を、消費者金融等で高利に調達することなく、低利で円滑に調達で
きるようにする。

R3年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H30年度 R1年度 R2年度

55,000,000 100.0%

700 635 

55,000,000 

計画

活
動

預託額 円 55,000,000 55,000,000 55,000,000 

成
果

勤労者制度融資利用者数 人 644 638 90.7% 700 

55,009,494 55,004,800 55,000,000 55,000,000 0.0% 55,000,000

R3年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H30年度 R1年度 R2年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

55,000,000 55,000,000 0.0% 55,000,000④その他（使用料、雑入等） 円 55,009,494 55,004,800

③地方債 円

200 100 100 -50.0% 100

⑤一般財源 円

4,432 円）(Ｂ) 円 443,200 886,400

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 100

５
取
組
内
容

　令和2年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

北陸労働金庫と富山県勤労者信用基金協会に対して市費を預託した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

443,200 443,200 -50.0% 443,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 55,452,694 55,891,200 55,443,200

③人件費（②×＠

-0.8%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

55,443,200

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ３ 低い・未実施

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

55,443,200

６
評
　
　
価

評価の視点 R1評価 R2評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

勤労者に対して生活安定資金を融資し、勤労者の生活の維
持・安定を目的とした支援制度であり継続する必要がある。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

２ 改善の余地あり

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和2年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 雇用安定対策事業 係　　　　　名 商工労働・企業立地係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-6195

補助金 2

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 障害者等雇用奨励金交付事業 担
当
部
署

課　　等　　名 商工観光課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 労働費

政　策　名 政策04．まちの活力を育む工業・商業の推進 項

事　業　期　間 開始年度 昭和58年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 障害者雇用奨励金交付要綱 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

労働諸費

施　策　名 施策08．雇用・労働環境の充実 目 労働諸費

基本事業名 基本事業08－１．雇用の促進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 障害者を雇い入れる事業主

手       段
（活動指標）

障害者を雇い入れた事業主に、助成金を支給する。

２
事
業
概
要

事 業 概 要 障害者の雇用の促進を図るため、障害者を雇い入れる事業主に対して雇用奨励金を交付する。

意       図
（成果指標）

障害者の雇用を促進することで、安全かつ快適な就労環境が形成される。

R3年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H30年度 R1年度 R2年度

0 0.0%

3 0 

72,000 0 0.0% 72,000 

3 

計画

活
動

奨励金を交付した事業所数 社 1 1 3 

成
果

就職した障害者数 人 1 1 

奨励金交付額 円 24,000 12,000 

0.0% 3 

24,000 12,000 72,000 0 -100.0% 72,000

R3年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H30年度 R1年度 R2年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

100 100 0 -100.0% 100

⑤一般財源 円 24,000 12,000 72,000 0

4,432 円）(Ｂ) 円 443,200 443,200

-100.0% 72,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 100

５
取
組
内
容

　令和2年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

R2年度奨励金交付額
対象事業者　0社（実績なし）

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

443,200 0 -100.0% 443,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 467,200 455,200 515,200

③人件費（②×＠

-100.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

0

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ３ 低い・未実施

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

515,200

６
評
　
　
価

評価の視点 R1評価 R2評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

障がい者雇用の促進のため、障がい者を雇い入れる事業主に
対して雇用奨励金を交付するとともに、国・県・商工会議所
等とも連携し、制度の周知を積極的に行う必要がある。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 補助率及び上限額について見直す余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和2年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 雇用安定対策事業 係　　　　　名 商工労働・企業立地係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-6195

補助金 3

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 中高年齢者技能再訓練奨励事業 担
当
部
署

課　　等　　名 商工観光課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 労働費

政　策　名 政策04．まちの活力を育む工業・商業の推進 項

事　業　期　間 開始年度 昭和47年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 魚津市中高年齢者技能再訓練奨励金交付要綱 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

労働諸費

施　策　名 施策08．雇用・労働環境の充実 目 労働諸費

基本事業名 基本事業08－１．雇用の促進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 上記参照

手       段
（活動指標）

公立の職業訓練施設（主に黒部、富山職業能力開発センター）から、対象者に申請書を渡してもらい、対象者から申請を
受け付け、該当者について奨励金を交付する。

２
事
業
概
要

事 業 概 要

中高齢者が技能再訓練を受けたとき、その訓練を円滑に行い、また再就職を支援するため、公立の職業訓練施設に入校し
所定の課程を修了した者について、奨励金を交付する。交付対象者は、市内に引き続き２年以上居住する者で、就職のた
め公立の職業訓練施設に入校した離職者であり、入校時点で年齢45歳以上65歳未満の者とする。奨励金の額は、訓練時間
数300時間未満の者は10,000円、300時間以上の者は20,000円とする。

意       図
（成果指標）

職業訓練意識を高めるための意識醸成をはかり、よりスムーズに訓練を行えるようにする。

R3年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H30年度 R1年度 R2年度

9 75.0%

3 0 

190,000 150,000 78.9% 190,000 

12 

計画

活
動

修了者数 人 8 9 12 

成
果

修了後就職者数 人 2 1 

交付金額 円 150,000 150,000 

0.0% 3 

150,000 150,000 190,000 150,000 0.0% 190,000

R3年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H30年度 R1年度 R2年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

100 100 100 0.0% 100

⑤一般財源 円 150,000 150,000 190,000 150,000

4,432 円）(Ｂ) 円 443,200 443,200

0.0% 190,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 100

５
取
組
内
容

　令和2年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

R2年度助成額
300時間未満：10,000円×３件＝30,000円
300時間以上：20,000円×６件＝120,000円

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

443,200 443,200 0.0% 443,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 593,200 593,200 633,200

③人件費（②×＠

0.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

593,200

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ３ 低い・未実施

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

633,200

６
評
　
　
価

評価の視点 R1評価 R2評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

中高齢者の再就職を支援するための事業として必要と考えら
れる。積極的な制度周知を図りながら、雇用情勢や制度利用
者の状況等を鑑み、事業内容については検討を行っていく必
要がある。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 補助率及び上限額について見直す余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和2年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 若者雇用促進事業 係　　　　　名 商工労働・企業立地係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-6195

ソフト事業 8

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 若者雇用促進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 商工観光課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標１．にぎわい・活力あるまち 款 労働費

政　策　名 政策04．まちの活力を育む工業・商業の推進 項

事　業　期　間 開始年度 H26年度 終了年度 H30年度 予
算
科
目

根　拠　法　令 魚津市未就業者雇用奨励金交付要綱 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

労働諸費

施　策　名 施策08．雇用・労働環境の充実 目 労働諸費

基本事業名 基本事業08－２．就労支援 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 市民

手       段
（活動指標）

対象事業に対し助成金を交付する。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
求人を行う市内事業所と新卒学生・求職者等のマッチングを図るため、合同企業説明会を開催する。

意       図
（成果指標）

市内若年未就業者の就業機会の拡大及び市内事業所の人材確保を図る。

R3年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H30年度 R1年度 R2年度

- 

- - 

- 

計画

活
動

魚津市未就業者雇用奨励金の交付件数 件 0 - - 

成
果

魚津市未就業者雇用奨励制度を利用して雇用された未就業者数 人 0 - - 

496,243 522,157 100,000 0 -100.0% 1,160

R3年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H30年度 R1年度 R2年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

500 200 100 -80.0% 400

⑤一般財源 円 496,243 522,157 100,000 0

4,432 円）(Ｂ) 円 1,772,800 2,216,000

-100.0% 1,160

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 1 1 -50.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 400

５
取
組
内
容

　令和2年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

（事務事業の内容）
・コロナのため高校生合同企業説明会中止

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

２ 検討の余地あり

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ｃ Ｃ

886,400 443,200 -80.0% 1,772,800

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 2,269,043 2,738,157 986,400

③人件費（②×＠

-83.8%

③ 対象の妥当性 ２ 検討の余地あり

443,200

進め方の改善でなく内容の見直しが必要

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｃ Ｂ 内容の見直しとまではいかず進め方に改善が必要

目標達成度 ３ 低い・未実施

類似事業の有無 ２ 検討の余地あり

上位施策への貢献度

1,773,960

６
評
　
　
価

評価の視点 R1評価 R2評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

大学生等向けの合同企業説明会等については、民間企業主催
での開催もありることから市主催の開催を平成31年度で終了
とする。しかし、市内高校生の多くが市外の企業に就職して
いる状況を踏まえ、高校生向けの企業説明会を開催する必要
があるので、高校生合同企業説明会は民間企業と共催で実施
する。

２ 普通

Ｂ 根本的変更でなく進め方の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 ２ 改善の余地あり

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｃ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針


